
年間取引報告書を活用した仮想通貨取引に係る申告手続の簡便化（イメージ）

納税者

①年間取引報告書の交付
※記載内容を統一

仮想通貨
の計算書

②「年間取引報告書」で集計済
の年間取引の総額等に基づき
「仮想通貨の計算書」を活用し
て仮想通貨の所得を自動計算

③仮想通貨の所得を
確定申告書に記載

納税者

②仮想通貨の所得を自身で計算
※100回取引を行った者は自身で
100回分を集計

※複数の交換業者で取引を行った
者は全ての取引を自身で集計

【本年分の確定申告】

④確定申告書を
電子又は郵送
で提出

④確定申告書を
電子又は郵送
で提出

【昨年分の確定申告】

③仮想通貨の所得を
確定申告書に記載

①仮想通貨取引の情報
を自身で収集

交換業者A

①一部の交換業者は年間取引
の明細を提供しているが、
・仮想通貨同士を交換した場合
・仮想通貨で商品を購入した場合
などの記載内容が区々

交換業者B

交換業者A

交換業者B

※交換業者は顧客の求めに応じて、
個々の取引履歴データを提供し、
そのデータと自動計算アプリ等を
用いて所得計算をすることも可能


